
 第１２号議案 

 

 

亀岡市国営土地改良事業負担金等 

徴収条例の制定について 

 

 亀岡市国営土地改良事業負担金等徴収条例を次のように制定する

ものとする。 

 

   平成２３年１１月３０日提出 

 

             亀 岡 市 長  栗 山 正  

 

 

亀岡市国営土地改良事業負担金等徴収条例 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号。以

下「法」という。）第９０条第６項及び第９０条の２第１項の規

定に基づき、亀岡市における国営土地改良事業（以下「国営事

業」という。）の負担金及び特別徴収金（以下「負担金等」とい

う。）を徴収することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （負担金の徴収） 

第２条 市長は、法第９０条第５項の規定により国営事業に要した

費用の一部を負担するときは、当該国営事業によって利益を受け

る者で当該国営事業の施行に係る地域内にある土地につき法第３

条に規定する資格を有するもの（以下「受益者」という。）から

当該負担した費用の一部を負担金として徴収する。 

 （負担金の額） 

第３条 前条の規定による受益者に対する負担金の総額は、法第 

９０条第５項の規定により市が負担する負担金の額の範囲内にお

いて、市長が定める。 
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２ 受益者の負担金の額は、前項に規定する負担金の総額を受益者

の受益に係る土地の面積に応じて割り振って得られる額を基準と

し、市長が受益者の受益の程度を考慮して定める額とする。 

 （負担金の徴収方法） 

第４条 市長は、前条第２項に規定する負担金について、元利均等

年賦支払の方法（次項に規定する据置期間中の各年度に係る利息

については、当該年度支払の方法）により徴収する。ただし、受

益者の申出があるときは、その負担金の全部又は一部について一

時支払の方法により支払わせることができる。 

２ 前項に規定する元利均等年賦支払の場合における負担金の支払

期間は、１５年（据置期間３年を含む。）とし、利率は年５パー

セントとする。 

３ 前項の支払期間は、当該国営事業が完了した年度（当該国営事

業によって生じた施設で当該国営事業が完了するまでの間におい

て農林水産大臣が管理しているものにつき国が法第８８条第１項

の規定により災害復旧を併せて行ったときは、当該国営事業及び

当該災害復旧のすべてが完了した年度。以下同じ。）の翌年度か

ら起算する。 

 （負担金の納期） 

第５条 第３条第２項に規定する負担金の納期限は、毎年度３月 

３１日とする。ただし、納期限が土曜日又は日曜日（以下「日曜

日等」という。）に当たるときは、その日以降最初に到来する日

曜日等でない日を納期限とする（以下同じ。）。 

２ 前項の規定にかかわらず、前条第１項ただし書の規定により受

益者が負担金の全部又は一部について一時支払の方法による納付

を申し出た場合における当該方法により納付する額の納期限は、

その都度、市長が定めるものとする。 

 （負担金の減免等） 

第６条 市長は、天災その他特別な理由がある場合において、特に

必要があると認めるときは、負担金を減額し、若しくは免除し、

又はその徴収を猶予することができる。 

 （特別徴収金の徴収） 
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第７条 市長は、受益者が国営事業の施行に係る地域内にある土地

を、当該国営事業の工事の完了につき、法第１１３条の２第３項

の規定による公告があった日（その日前に、農林水産大臣が当該

土地を含む一定の地域について当該国営事業によって受ける利益

のすべてが発生したと認めてその旨を公告したときは、その公告

した日）以後８年を経過する日までの間に、当該国営事業の計画

において予定した用途以外の用途（土地改良法施行令（昭和２４

年政令第２９５号。以下「令」という。）第５３条の８又は令附

則第９項で定める用途を除く。以下「目的外用途」という。）に

供するため所有権の移転等（所有権の移転又は地上権、賃借権そ

の他の使用及び収益を目的とする権利の設定若しくは移転をいう。

以下同じ。）をした場合又は当該土地を自ら目的外用途に供した

場合（当該土地を目的外用途に供するため所有権の移転等を受け

て、目的外用途に供した場合を除く。）には、一時的に目的外用

途に供するため所有権の移転等をした場合、目的外用途に供する

ため所有権の移転等をする際に既に当該土地が災害等により当該

国営事業による利益を受けていないものとなっている場合及び令

第５３条の９各号のいずれかに該当する場合を除き、その者から

特別徴収金を徴収する。 

２ 前項の規定により徴収する特別徴収金の額は、当該国営事業に

要した費用の総額を受益者の受益に係る土地の面積に応じて割り

振って得られる額を基準とし、市長が受益者の受益の程度を考慮

して定める額とする。 

３ 市長は、目的外用途に供した土地の面積が指定する面積を超え

ない場合その他特に納付の必要がないものとして認めたときは、

第１項に規定する特別徴収金の徴収を免除することができる。 

４ 第１項の規定により市長が徴収する特別徴収金は、一時支払の

方法により支払わせるものとし、その納期限は、その都度、市長

が定めるものとする。 

 （負担金等の督促等） 

第８条 負担金等を納期限までに納付しない者がある場合の取扱い

については、亀岡市税外収入滞納金督促条例（昭和４０年亀岡市 
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条例第１号）の定めるところによる。 

２ 前項の規定により督促を受けた者が督促状に指定する期限まで

に納付すべき負担金等を納付しない場合は、当該負担金等並びに

これに係る督促手数料及び延滞金について、地方自治法（昭和 

２２年法律第６７号）第２３１条の３第３項の規定により、地方

税の例による滞納処分を行うことができる。 

 （委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

 （亀岡市耕地事業等分担金徴収条例の一部改正） 

２  亀岡市耕地事業等分担金徴収条例（昭和４１年亀岡市条例第 

２３号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「第９０条第６項、第７項、」を削る。 
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亀岡市国営土地改良事業負担金等徴収条例案要綱 

 

 

１ 土地改良法の規定により、亀岡市における国営土地改良事業の

負担金及び特別徴収金を徴収することについて、次のとおり必要

な事項を定めること。 

⑴ 市長は、国営土地改良事業に要した費用の一部を受益者から

徴収すること。 

⑵ 負担金の額は、市が負担する額の範囲において、受益者の受

益面積を基準として市長が定めること。 

⑶ 負担金は、支払期間を１５年（据置期間３年を含む。）、利

率を年５パーセントとする元利均等年賦支払で原則毎年度３月

３１日納期限を基本とし、受益者からの申出があった場合は、

全部又は一部について一時支払の方法により支払わせ、納期限

はその都度市長が定めるものとすること。 

⑷ 市長は、受益者が国営土地改良事業の工事完了につき、法に

基づく公告があった日から８年を経過する日までの間に、予定

した用途以外の用途に供するため所有権の移転をした場合等に

ついては、国営土地改良事業に要した費用を基準として特別徴

収金を徴収すること。 

 

２ その他所要の規定を設けること。 

 

３ この条例は、平成２４年４月１日から施行すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12-1 


